
第１２期 大阪国際石油精製株式会社

百万円 百万円

183,656 197,312

（ 138,518 ） （ 187,113 ）

577 39,604

38,008 126,370

8,826 15,443

90,446 3

97 4,661

351 67

211 412

27

（ 45,138 ） 522

〔 42,858 〕

1,600 （ 10,198 ）

4,559 （固定） 5,167

3,021 5,013

12,676 18

26 0

495

20,162 △ 13,655

315 （ △ 13,710 ）

〔 100 〕

〔 388 〕 〔 42,322 〕

36 9,900

352 32,422

〔 △ 56,133 〕

〔 1,892 〕 △ 56,133

1 △ 56,133

1,890 （ 54 ）

0 〔 54 〕

183,656 183,656

                     

そ の 他 の 投 資

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

資 産 合 計 負 債 お よ び 純 資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金無 形 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

差 入 保 証 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

株 主 資 本

構 築 物 繰 延 税 金 負 債

油 槽 修 繕 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債機 械 装 置

車 両 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

純 資 産 の 部

工 具 器 具 備 品

固 定 負 債

預 り 金

固 定 資 産 そ の 他 流 動 負 債

有 形 固 定 資 産

建 物

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

未 収 入 金 未 払 費 用

賞 与 引 当 金そ の 他 の 流 動 資 産

売 掛 金 短 期 借 入 金

製 品 未 払 金

原 材 料 お よ び 貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 買 掛 金

貸　　 借　　 対　　 照　　 表
（２０２２年３月３１日 現在）

科         目 金          額 科         目 金          額



第１２期 大阪国際石油精製株式会社

百万円 百万円

387,495  

362,700  

24,795  

570  

24,224  

2  

98  

70  171  

512  

14  526  

23,869  

22  22  

23,846  

2  

38  

23,806  

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

固 定 資 産 除 却 損

特 別 損 失

為 替 差 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

資 産 賃 貸 収 入

損　　益　　計　　算　　書

自  ２０２１年　４月　１日

至  ２０２２年　３月３１日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益



個別注記表

（１）資産の評価基準および評価方法

　①デリバティブ取引により生じる正味の債権および債務の評価基準および評価方法

　　　時価法を採用しております。

　②たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　製品および原材料については総平均法、貯蔵品について移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

　　低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。なお、各勘定に含まれる未着原材料については、

　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

（リース資産を除く） 建物 15～50年　

構築物  7～50年　

油槽 10～15年　

機械装置  4～17年　

　②無形固定資産 　定額法を採用しております。

（リース資産を除く） 　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

　③長期前払費用 　均等償却によっております。

（３）引当金の計上基準

　①賞与引当金　 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しております。

　②修繕引当金 　将来の修繕費用の支出に備えるため、消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽

に係る点検修理費用および製油所の機械装置に係る定期点検費用等を期間配分し、当事業

年度に対応する額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準

　　当社は、原油を精製した後の石油製品の販売を主な事業とし、これらの製品を取り扱っています。これらの製品の販

　売については、製品の受渡時点において、顧客が製品に対する支配を獲得、履行義務（製品の受渡）が充足されると判

　断していることから、製品の受渡時点で収益を認識しております。

　　なお、製品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、当該対価の総額から第三者に対する

　支払額を差し引いた純額を収益として認識しております。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を

　　採用しております。

（１）収益認識に関する会計基準等の適用

　　当社は「収益認識に関する会計基準（企業会計基準第29号 2020年3月31日改正。以下（収益認識会計基準）という。

　）」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第30号 2021年3月26日改正）」を当事業年

　度の期首より適用しております。

　　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

　当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に

　加減し、当期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　　この結果、当該事業年度の売上高が50,580百万円、売上原価が50,580百万円それぞれ減少しておりますが、営業利

　益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。また繰越利益剰余金の当期首残高に与える影響はあ

　りません。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

２．会計方針の変更等に関する注記



（２）時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当

事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年

7月4日）第44-2項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することといたしました。なお、当事業年度に係る計算書類への影響はありません。

（１）有形固定資産の減価償却累計額 百万円

（２）関係会社に対する金銭債権および金銭債務

　　　（ア）　①金銭債権

　　短期金銭債権 百万円

　　　（ア）　②金銭債務

　　短期金銭債務 百万円

（１）関係会社との取引高

①営業取引

　売上高 百万円

　仕入高 百万円

　一般管理費 百万円

②営業取引以外の取引 百万円

当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 株

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

　　　繰越欠損金 百万円

　　　修繕引当金 百万円

　　　賞与引当金 百万円

　　　その他 百万円

　　繰延税金資産小計 百万円

評価性引当額 百万円

　　繰延税金資産合計 百万円

　　繰延税金負債

　　　土地評価差額金 百万円

　　　その他 百万円

　　繰延税金負債合計 百万円

－

5,139

５．株主資本等変動計算書に関する注記

10,001

６．税効果会計に関する注記

1,708

155

13,440

３．貸借対照表に関する注記

177,812

24,521

166,389

169

15,474

△ 15,474

４．損益計算書に関する注記

204,115

398,452

499

511

28

5,167



７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、両出資会社からの借入により資金を調達しております。借入金の使途は運転資金であります。

　売掛金は両出資会社を含む関連当事者に対する売掛金であり、信用リスクは極めて低いと認識しております。

　デリバティブは、為替の変動リスクを回避するために実需の範囲内で利用しており、投機的な取引は行わない方針で

　あります。

（２）金融商品の時価等に関する事項ならびにデリバティブ取引に関する事項

　2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

①売掛金

②買掛金

③未払金

④未払消費税等

⑤短期借入金

⑥デリバティブ取引(*2)

ヘッジ会計が適用されているもの(*3)

(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(*3)為替予約の振当処理によるものは当該対象の時価に含めて記載しております。

（注１）金融商品の時価の算定方式ならびにデリバティブ取引に関する事項

　 ①売掛金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 　②未払金 ③未払消費税等 ④短期借入金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 　⑤デリバティブ取引

　　ヘッジ会計が適用されているもの

　　　時価については、取引先金融機関等から提示された為替相場に基づいて算定しております。

　　　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額または契約

　　において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

為替予約取引

売建

米ドル (*1)

買建

米ドル (*1)

(*1)為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象としている買掛金と一体として

　　処理しているため、その時価は当該対象の時価に含めて記載しております。

38,008 38,008 －

(39,604) (39,604) －

貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額

(126,370) (126,370) －

83 83 －

(15,443) (15,443) －

(4,661) (4,661)

－

為替予約等
の振当処理

13,088 －

39,335

区分
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額
契約額
のうち
１年超

時価

買掛金

売掛金



　　　親会社及び法人主要株主等

百万円 百万円

　　　兄弟会社等

百万円 百万円

その他の関係会社（中国石油国際事業日本（株））の属するChina National Petroleum Corporationグループ系列の会社

取引条件および取引条件の決定方針等
(*1) 製品の販売については、市場価格を勘案して価格を決定しております。

(*2) 原油・原材料の仕入については、市場価格を勘案して価格を決定しております。

(*3) 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(*4) 当社の未払揮発油税の延納分に対してＥＮＥＯＳ（株）より担保提供を受けております。

（１）１株当たり純資産額 円 銭

（２）１株当たり当期純利益 円 銭

該当事項なし

 売掛金 20,200 

 原油・原材料等の
仕入(*2)

34,029  買掛金 1,945 

親会社 ＥＮＥＯＳ㈱
被所有
直接51%

 当会社製品の販売
 原油・原材料等の仕入
 事業資金の借入
 役員の兼任

 製品の販売他(*1) 116,537 

－ －

その他の
関係会社

中国石油国際
事業日本㈱

被所有
直接49%

 当会社製品の販売
 原油の仕入
 事業資金の借入
 役員の兼任

 製品の販売(*1) 87,577 

 資金の借入(*3) 158,751  短期借入金 64,450 

 利息の支払(*3) 261 － －

 担保の受入(*4) 6,322 

－ －

 資金の借入(*3) 141,790  短期借入金 61,919 

 売掛金 4,224 

 原油の仕入(*2) 364,422  買掛金 37,632 

2,380,400 35

１０．重要な後発事象に関する注記

科目 期末残高

その他の
関係会社の
兄弟会社

PetroChina
International
(Singapore)
Pte.,Ltd.

無  当会社製品の販売  製品の販売(*1) 146,502  売掛金 12,602 

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額

※

９．１株当たり情報に関する注記

1,365,440 46△

 利息の支払(*3) 250 

８．関連当事者との取引に関する注記

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高


